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は じ め に 
 

 

昭和３４年４月、日本国憲法第２５条第２項の理念に基づき、老齢、障がい、死亡につい

て必要な給付を行い、健全な国民生活の維持・向上に寄与することを目的とした「国民年

金法」が成立しました。以来、社会情勢の変化に応じた幾度もの改正により、制度の充実

が図られて今日の国民年金制度に至っています。 

従来は、厚生年金・共済組合の被用者年金制度に加入していない自営業者等を対象に

していましたが、昭和６１年４月以後は、国民年金の適用範囲がすべての国民に拡大され

ました。 

このような中、平成１４年４月１日に、市町村における国民年金事務は、地方分権一括法

に基づき「機関委任事務」から「法定受託事務」へと変更され、従来市町村が行ってきた 

保険料収納に関する事務が、国へ移管されるなど見直しがなされました。 

さらに、平成２２年１月には、公的年金業務の適正な運営と国民の信頼の確保を図る 

ため、社会保険庁が廃止され、新たに日本年金機構が発足しました。 

平成２８年度には年金の受給資格期間を１０年に短縮する法律が施行されるとともに、

年金の持続可能性を高めるため保険料と給付のバランスを調整するマクロ経済スライド

の適用強化と、年金額の改定ルールを物価変動から原則賃金変動とする法律が公布され

ました。令和元年度からはマイナンバーを活用した情報連携が本格化し、手続きや事務の

簡素化・効率化が進められ、デジタル化・手続きのオンライン化が進んでいます。 

年金を取りまく環境が変化しても、国民年金は、老後の生活設計に不可欠なものであ

ることに変わりはありません。今後とも市民の年金受給権を確保するため、国民年金事業

の周知に努めてまいります。 

ここに福島市の国民年金事務の現況を冊子にまとめましたので、資料としてお役立て

いただければ幸いです。 

 

 

 

福島市市民・文化スポーツ部国保年金課 
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第１章 福島市の概要 

１．市の面積の移り変わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．世帯数及び人口の推移 
Ｒ６．３．３１現在 

区分 

年度 
面積（ｋ㎡） 世帯数（世帯） 

人      口 

総数（人） 男（人） 女（人） 

平成２６ ７６７．７２ １１４,３０５ ２８１,７６７ １３６,２５０ １４５,５１７ 

２７ 〃 １１５,８７９ ２８１,８２３ １３６,６３６ １４５,１８７ 

２８ 〃 １１７,４４４ ２８１,４５５ １３６,７４９ １４４,７０６ 

２９ 〃 １２２,９６６ ２９０,５８４ １４２,６４１ １４７,９４３ 

３０ 〃 １２２,１３０ ２８０,００２ １３６,２７０ １４３,７３２ 

令和元 〃 １２２,３７９ ２７７,５７１ １３５,０６８ １４２,５０３ 

２ 〃 １２３,１５３ ２７６,００６ １３４,２１４ １４１,７９２ 

３ 〃 １２３,７８２ ２７４,２９７ １３３,２８５ １４１,０１２ 

 ４ 〃 １２４,０９５ 271,798 

 

131,973 

 

139,825 

 ５ 〃 １２４，５７５ ２６９，３６３ １３０，７５６ 138,607 

６ 〃 １２４，４６６ ２６６，１２０ １２９，１２１ １３６，９９９ 

※平成３０年度から住民基本台帳による人口。過年度は４月１日の人口動態推計数。 

宮城県 
七ヶ宿町 

山形県 
高畠町 

山形県 
米沢市 

宮城県 
白石市 

国見町 

桑折町 

伊達市 

 

川俣町 

二本松市 

猪苗代町 

飯坂 

大笹生 

1吾妻 

1佐倉 

土湯 

 

1荒井 
1信夫 

松川 飯野 

立子山 

 
1大波 

1蓬莱 

 
渡利 

 
1岡山 

1吉井田 

1瀬上 
1 余目 

1鎌田 1笹谷 

1清水 

1野田町 

杉妻 
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３．事務機構及び沿革 
 

（１） 機構及び事務分掌（令和６年４月１日現在） 

 

　

公金受取口座登録支援に関すること

６ その他国民年金の業務に関すること

３ 国民年金保険料の免除に関すること

４ 国民年金の給付に関すること

国民年金係

２ 国民年金被保険者の資格に関すること

国民年金被保険者の住民異動等による資格得喪の受付
に関すること

総　務　部 ２ 国民年金保険料の免除に関すること

総合窓口係

　

後期高齢者医療係

文化スポーツ振興室

生　活　課

市　民　課

スマート窓口推進課 スマート窓口推進係

市民・文化スポーツ部 （５人）

１ 国民年金制度の普及に関すること

５ 福祉年金、特別障害給付金に関すること

国保年金課

国保資格係

総務給付係

３ 国民年金の給付に関すること(障害年金を除く)

１ 国民年金被保険者の資格に関すること

支所 ・ 出張所

　　定住交流課

　文化振興課

　スポーツ振興課
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（２） 国民年金のあゆみ 

年  月 概  要 
 
昭和３４年  4月 

８月 

9月 

11月 

 

昭和35年  4月 

10月 

昭和３6年  4月 

 

 

 

昭和37年  5月 

７月 

昭和３９年  １月 
４月 

５月 

昭和４１年  ６月 

 

昭和４２年  ９月 

昭和４３年 １０月 

昭和４４年 11月 

昭和４５年   １月 
２月 

５月 

７月 

１０月 

 

昭和４６年 １２月 

昭和４７年  ４月 
 

 

         ７月 

昭和４８年 １０月 

        1１月 

昭和４９年   １月 

 

３月 

昭和５０年  ２月 

７月 

１２月 

昭和５１年 10月 

 

昭和５２年  ４月 

         ５月 

１２月 

 
国民年金法の公布 

厚生部社会課社会係に福祉年金専任職員２名を配置 

福祉年金の受付事務開始 

国民年金法の施行 

福祉年金の支給開始 

社会課に年金係を新設、係長以下１２名を配置 

拠出年金の適用事務を開始 

拠出年金保険料徴収事務（印紙売捌き検認事務）を開始 

◎被保険者数  強制 ２３，５８６人  任意 ５，０２８人   計 ２８，６１４人 

◎保険料納入組合 ２５６組合 

通算年金通則の施行 

拠出年金の支給開始 

社会保険庁発足 

飯坂町との合併により、国民年金被保険者７，３２８人を受入れ 

福島市国民年金印紙購入基金条例を制定、基金を設置（基金額５００万円） 

民生部保健年金課年金係と改称 

松川町及び信夫村との合併により、国民年金被保険者６，３１１人 

（松川町３，５４１人、信夫村２，７７０人）を受入れ 

福島市国民年金委員設置要綱を制定、国民年金委員９２名を委嘱 

吾妻町との合併により、国民年金被保険者４，６６４人を受入れ 

国民年金委員を１１７名に増員 

５年年金を新設（昭和４５年６月まで） 

福島市国民年金委員会を設立 

農業者年金基金法の公布 

第１回目の特例納付を実施（昭和４５年６月まで） 

所得比例制度（付加年金）導入 

福島市国民年金委員会を解消し、福島市国民年金協議会を設立 

国民年金委員を２５６名に増員（定数２６０名） 

保険料納付方式をスタンプ方式から納付書方式（規則検認）に切り替え 

国民年金事務を機械処理とし、県中央計算センターに委託 

支所国民年金事務職員を本庁に集中、係長以下１７名とした 

生活環境部国保年金課年金係と改称 

５年年金の再開（昭和４９年３月まで） 

年金給付に物価スライド制を導入 

老齢特別給付金の新設 

第２回特例納付を実施（昭和５０年１２年まで） 

２級障害福祉年金の新設 

５年年金の支給開始 

再開５年年金の支給開始 

国民年金委員を２６０名（定数）に増員 

障害年金、遺児年金に通算制度を新設 

年金組合長会議を一般納税組合、国保税組合と合同開催 

保険料納付通知書のＯＣＲ（光学文字読取方式）化 

福祉年金支払期月の変更（４月、８月、１２月） 

国民年金委員を２６６名に増員 
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年  月 概  要 
 
昭和５３年  4月 

7月 

 

昭和５４年  4月 

12月 

昭和５６年  4月 

８月 

１２月 

昭和５７年  １月 

昭和６０年  ５月 
１２月 

昭和６１年  ４月 

 

昭和６２年  ７月 

１０月 

１１月 

昭和６３年   ４月 

１０月 

 

平成 元年   ４月 

７月 
１０月 

１１月 

１２月 

 

平成 ２年   ２月 

平成 ３年  ４月 
 

 

 

         ７月 

平成 ４年   ７月 

平成 ５年  4月 

7月 

平成 ６年  １月 

１１月 

 

平成 ７年  ４月 

 

 

１２月 

平成 ８年  ４月 

平成 ９年  １月 

  ４月 

 

平成１０年   １月 

 
年金係（定員１８名）は年金業務係（９名）と年金保険料係（８名）となる 

第３回目の特例納付を実施（昭和５５年６月まで） 

適用特別対策事業実施（昭和６１年まで） 

保険料の口座振替制度導入 

国民年金委員を２６９名（定数）に増員 

福祉部国保年金課と改称 

老齢福祉年金に所得による一部支給停止を新設 

国民年金委員を２７１名（定数）に増員 

外国人にも国民年金適用（国籍要件撤廃） 

国民年金法等の一部を改正する法律公布 

共済年金改正４法公布 

基礎年金の導入、給付と負担の適正化、婦人の年金権の確立を内容とする 

国民年金法等の一部を改正する法律及び共済年金改正４法施行 

検認特別対策事業実施（昭和６３年まで） 

住民情報オンライン導入 

福島市国民年金協議会代議員による先進都市視察研修を実施（毎年） 

保険料納付を「期別納付」から「毎月納付」に切り替え 

都道府県国民年金課及び社会保険事務所で行っていた障害、遺族給付業務を

社会保険庁で行う 

国民年金業務（資格、保険料）のオンライン開始 

適用特別対策・検認特別対策事業実施（平成２年まで） 

国民年金業務（給付）のオンライン開始 

優良国民年金委員表彰制度を創設 

国民年金法改正法成立 

財政再計算による年金額の引上げ、完全自動物価スライド制の実施 

年金支払期日の変更（年４回から６回へ） 

国民年金基金の創設（５月福島県国民年金基金の設立） 

学生の強制加入の実施 

福祉部国民年金課（定員１８名）を新設、資格係（８名）、保険料係（９名）となる

老齢福祉年金証書の交付を簡易書留による郵送方式に切り替え 

適用特別対策・検認特別対策及び学生特別対策事業実施（平成４年まで） 

第３０回全国都市国民年金協議会総会を福島市で開催 

市民生活部国民年金課と改称 

都市対策事業開始 

福島市国民年金嘱託推進員設置要綱制定、嘱託推進員２名を置く 

基礎年金の引上げ、障害基礎年金・遺族基礎年金の改善等を内容とした 

国民年金法等の一部を改正する法律公布 

第３号特例届出開始（平成９年３月まで） 

短期在留外国人への脱退一時金の新設 

受給権を満たさない６５歳以上７０歳未満の者の任意加入の特例を実施 

国民年金委員を２７２名（定数）に増員 

永住帰国した中国残留邦人等に対する特例措置の実施 

基礎年金番号の導入 

旧三共済年金（JR・JT・NTT）を厚生年金に統合 

嘱託推進員３名を増員、５名とする 

年金受給権者の現況届への市町村長の生存証明の廃止（特別支給を除く） 
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年  月 概  要 
 
平成１２年  4月 

 

 

 

平成１４年  ３月 

 

 

 

         ４月 

 

 

 

 

 

平成１５年  ３月 

         ４月 

 

平成１６年  ４月 

         6月 

 

平成１７年  ４月 

 

 

 

 

         ７月 

平成１８年  ４月 

 

 

         ５月 

         ７月 

         ８月 

        １２月 

平成１９年  ４月 

 

 

         ５月 

         ６月 

        １０月 

        １２月 

平成２０年  ２月 

         ４月 

 

         ７月 

        １２月 

 
地方分権一括法の施行により、国民年金事務の一部が市町村の法定受託事務となる

学生納付特例制度の創設 

郵便官署の口座振替開始 

都市対策事業が保険料収納等強化対策となる 

福島市国民年金委員設置要綱、表彰要綱の廃止 

福島市国民年金協議会の解散 

優良国民年金組合等表彰要綱の廃止(組合３月解散） 

福島市国民年金嘱託推進員設置要綱の廃止 

国民年金保険料収納事務の国への移管（社会保険事務所で実施） 

保険料の印紙納付方式の廃止 

国民健康保険課と統合、国保年金課国民年金係（９名）とする 

第３号被保険者関係届出を事業主経由への変更 

保険料免除制度に半額免除が加わる 

農林共済年金を厚生年金に統合 

オンラインシステムの切り替え（保険料関係業務を削除） 

国保年金課に国民年金担当の主幹を置く。国民年金係（８名）とする 

年金額の物価スライドを４年ぶりに適用（合計△２．６％のところを△０．９％に抑えた） 

２年連続で年金額の減額改定（△０．３％） 

国民年金法等の一部を改正する法律公布 

保険料の引上げに上限設定、年金額の調整にマクロ経済スライド改定を導入 

特定障害者（任意未加入期間に初診日のある障害）に対する特別障害給付金制度

の創設(議員提案） 

国民年金保険料月額１３,５８０円、年金額の据え置き 

若年者納付猶予制度の創設、申請免除の遡及適用開始 

口座振替割引制度の拡大(早割） 

保険料の全額免除・若年者納付猶予の継続申請開始（申請免除申請手続きの簡素化） 

国民年金保険料月額１３,８６０円、年金額の減額改定（△０．３％） 

障害基礎年金と老齢厚生年金との併給が可能となる 

障害基礎年金等の納付要件の特別措置の延長 

保険料の不正免除問題発覚 

保険料免除制度に４分の３免除、４分の１免除が加わる（多段階免除制度の開始） 

平成１７年度分等の免除等の申請期限を１０月まで延長 

現況届の提出が原則不要(住基ネットの活用） 

国民年金保険料月額１４,１００円、年金額の据え置き 

国民年金･厚生年金保険老齢給付裁定請求書の市町村長による生存証明の廃止 

受給権者の申出による年金給付の支給停止制度の導入 

年金記録問題発覚 

年金時効特例法可決 

日本郵政公社の民営化に伴い老齢福祉年金の口座振込開始 

「ねんきん特別便」の発送開始 

クレジットによる納付開始 

国民年金保険料月額１４,４１０円、年金額の据え置き 

短期被保険者証の交付と市町村の納付受諾制度開始(福島市は受諾せず） 

飯野町との合併により、国民年金被保険者１,２０１人を受け入れ 

ゆうちょ銀行での未支給年金及び未支給の給付の口座振込開始 
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年  月 概  要 
 
平成２１年  4月 

 

 

         ６月 

平成２２年  １月 

         ４月 

         ９月 

 

平成２３年  ２月 

         ３月 

         ４月 

 

         ８月 

 

平成２４年  ４月 

         ８月 

 

 

        １０月 

 

        １１月 

 

平成２５年  ４月 

         ８月 

        １０月 

 

平成２６年  ４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         ６月 

         ９月 

        １０月 

平成２７年  ３月 

         ４月 

 

 
国民年金保険料月額１４,６６０円、年金額の据え置き 

基礎年金に係る国庫負担割合を３分の１から２分の１とする 

「ねんきん定期便」の送付開始 

ＣＯＫＡＳ－Ｘ稼働（年金サブシステム運用開始） 

社会保険庁が廃止され、日本年金機構が発足 

国民年金保険料月額1５,１００円、年金額の据え置き 

国民年金法等の一部を改正する法律公布 

障害基礎年金の受給権発生後に生まれた子についても加算対象 

「ねんきんネット」サービス開始 

東日本大震災発生 

国民年金保険料月額１５,０２０円、年金額の減額改定(△０．４％) 

総合窓口開設に伴い市民課へ２名異動。国民年金係６名体制となる 

国民年金及び企業年金等による高齢期における所得の確保を支援するための、

国民年金法等の一部を改正する法律公布 

国民年金保険料月額１４,９８０円、年金額の減額改定(△０．３％) 

公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の

一部を改正する法律公布 

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律公布 

年金確保支援法による「後納制度」施行。過去１０年分の未納の保険料が納付

可能となる（平成２７年９月３０日まで） 

国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律公布 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律公布 

国民年金保険料月額1５,０４０円、年金額の据え置き 

「ねんきんネット」導入 

特例水準解消のため年金額の減額が、平成２５年度から平成２７年度までの３年

間で実施される。平成２５年度は１０月から 年金額の減額改定(△１．０％) 

国民年金保険料月額1５,２５０円、年金額の減額改定(△０．７％特例水準減額を含む) 

国民年金保険料の２年前納制度（口座振替のみ）の導入 

消費税8％引き上げにあわせ、年金機能強化法等が施行 

 ①基礎年金国庫負担２分の１を恒久化 

 ②保険料免除に係る遡及期間の見直し（過去２年分まで） 

 ③法定免除期間に係る保険料の取扱いの改善 

 ④付加保険料の納付期限の延長（過去２年分まで） 

 ⑤遺族基礎年金の父子家庭へ支給拡大 

 ⑥未支給年金の請求範囲が３親等以内の親族まで拡大 

 ⑦７０歳到達後の繰下げ支給に係る支給開始時期の見直し 

 ⑧障害年金の額改定請求に係る待機期間の緩和（１年待たずに可能） 

 ⑨任意加入者の未納期間の合算対象期間への算入 

 ⑩所在不明高齢者に係る届出義務化 

⑪国民年金保険料の免除期間に係る保険料の取扱いの改善（還付等可能） 

年金事業運営改善法公布 

東北厚生局市町村照会ページ開設 

学生納付特例事務法人制度の見直し（申請受理の時点での納付猶予が認められる） 

年金記録訂正手続きの創設 

国民年金保険料月額1５,５９０円、年金額は初のマクロ経済スライド適用による

改定 （マクロ経済スライド△０．９％+賃金上昇率２．３％+特例水準の解消△０．５％＝０．９％） 

第３号被保険者不整合期間の最大１０年分特例追納が可能（平成３０年３月３１日まで） 
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年  月 概  要 
 
平成２７年  ６月 

         ７月 

         ９月 

        １０月 

 

 

 

 

平成２８年  １月 

 

 

         ４月 

 

 

 

         ７月 

 

        １０月 

        １１月 

 

        １２月 

 

 

 

平成２９年  1月 

         ４月 

 

 

 

 

         ６月 

 

         ８月 

 

         ９月 

 

平成３０年  ３月 

 

         ４月 

 

 

 

 

         ９月 

        １２月 

 

 

 
日本年金機構からサイバー攻撃により年金記録流出 

厚生労働省作成「業務支援ツール」の利用開始 

「１０年の後納制度」が終了 

政府管掌年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律

に基づき、「５年の後納制度」がスタート （平成３０年９月３０日まで) 

障害年金の初診日を証明する書類を添付できない場合、第三者証明など合理的

に推定できる書類の提出により本人の申立が認められる取扱いが開始 

被用者年金制度の一元化により、共済組合加入者も厚生年金加入となる 

指定民間事業者が国民年金保険料の全額免除・納付猶予申請を受託可能となる 

日本年金機構で市町村専用コールセンター開設 

日本年金機構で障がい年金センター開設 

国民年金保険料月額1６,２６０円、年金額は据え置き（物価変動率０．８％ 名目

手取り賃金変動率△０．２％ マクロ経済スライド調整率△０．７％につき、据え置き） 

付加保険料の納付特例制度スタート（平成３１年３月まで） 

事務処理誤り等に関する特例保険料の納付等の制度の創設 

納付猶予対象者を３０歳未満から５０歳未満へ拡大（平成３７年６月３０日まで) 

国民年金・厚生年金保険 精神の障害に係る等級判定ガイドラインが実施される 

短時間労働者の厚生年金の適用拡大 

日本年金機構に提出する住民票の写しに個人番号の記載が可能となる 

公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の強化等のための国民年金法等の 

一部を改正する法律の一部を改正する法律の公布（受給資格期間を１０年に短縮） 

公的年金制度の持続可能性の向上を図るための国民年金法等の一部を改正

する法律の公布（マクロ経済スライドの適用強化と受給額の賃金変動に合わせた

改定の徹底） 

福島事務センターが仙台広域事務センターへ統合 

国民年金保険料月額1６,４９０円、年金額は減額改定（△０．１％）（物価変動率△

０．１％ 名目手取り賃金変動率△１．１％ マクロ経済スライド調整率△０．５％に

つき、物価変動率で改定） 

国民年金係職員が５名と嘱託職員１名の体制となる 

国民年金保険料の２年前納で納付書・クレジットカードの納付を導入 

国民年金法施行規則の一部を改正する省令の公布（継続審査の際に、納付猶予

対象者の全額免除審査を行う） 

受給資格期間の１０年短縮が施行 

外国籍の者について滞在資格に関係ない職権適用開始 

障がい年金の差引認定について基準改正 

平成３０年分公的年金等の受給者の扶養親族申告書の書式変更（個人番号記載） 

個人番号で各種届が可能に（３月５日個人番号の使用開始） 

各種届の電子媒体による報告と処理結果一覧表の電子媒体化開始 

国民年金保険料月額1６,３４０円、年金額は据え置き（物価変動率０．５％ 名目

手取り賃金変動率△０．４％ マクロ経済スライド調整率△０．３％につき、据え置き） 

年金額改定ルールの見直し（マクロ経済スライドの未調整分をキャリーオーバー） 

特定受給者の年金額変更（訂正後の記録に基づく年金額か従来の９割のいずれ

か高い額） 

「５年の後納制度」終了 

障害年金の業務改善に係る改正省令、告示を公布（20歳前障害年金の所得状況届

を原則廃止し、障害状態確認届の提出期限を変更。障害状態確認届の作成期間を拡大） 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行規則を公布 
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年  月 概  要 
 
平成３１年  ３月 

 

         ４月 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年   ７月 

 

         ８月 

 

        １０月 

 

 

 

 

 

 

令和２年   ４月 

 

 

 

         ５月 

 

         ６月 

 

 

 

 

 

 

         ８月 

        １２月 

 

令和３年   ２月 

 

 

 

         ３月 

 

 

         ４月 

 

 

 
「国民年金の特定付加保険料制度」終了 

マイナンバーを活用した情報連携の開始に向けた改正省令の公布 

国民年金保険料月額1６,４1０円、年金額は前年度より０．１％の引き上げ（名目

手取り賃金変動率0.6％、マクロ経済スライド調整率△0.2％、前年度までのマ

クロ経済スライド未調整分△0.3％で、改定率は0.1％） 

国民年金第１号被保険者の産前産後期間の保険料免除制度の開始 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律附則第５条第１項の規定に基づく、 

施行日前の認定の請求の開始 

マイナンバーを活用した情報連携（日本年金機構等から地方公共団体へ等への 

情報照会）の試行運用開始 

２０歳前障害年金について、所得状況届を原則廃止し、障害状態確認届（診断書）

の提出期限を誕生月末日の変更（７月１日施行） 

障害状態確認届（診断書）の作成期間を３か月間に拡大。（送付を３か月前に

前倒し）（８月１日施行） 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律の施行 

国民年金関係事務におけるマイナンバー情報連携の本格運用の開始 

国民年金保険料免除申請書への別世帯配偶者の個人番号の記載開始 

国民年金法施行規則の一部を改正する省令の公布（国民年金保険料免除等の

未申告者の取扱いの見直し。保険料免除及び学生納付特例申請書欄の所得の

申立欄の削除等） 

20歳到達者の職権適用 

国民年金保険料月額１６,５４０円、年金額は前年度より０．２％の引き上げ（名目

手取り賃金変動率0.3％、マクロ経済スライド調整率△0.1％で、改定率は0.2％） 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民年金保険料等に係る臨時特例手続

き等について発出 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民年金保険料等に係る臨時特例措置

の受付を開始 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律公布 

主な改正点 

 ◎国民年金手帳の廃止 

 ◎老齢基礎年金の繰り下げ受給上限年齢を70歳から75歳へ拡大 

 ◎国民年金保険料免除の特例（納付猶予）の延長 

 ○短時間労働者に対する被用者保険の企業規模要件の拡大 

 ○低在職老齢厚生年金の支給停止基準額の引き上げ 

離婚時の年金分割、請求期限の特例が1か月から6か月へ 

押印又は署名を求めている手続きについて、届書等の被保険者の押印等を不要

とし、様式（一部を除く）中の押印欄を削除 

令和３年福島県沖地震発生。被害を受けた国民年金第1号被保険者に対する

災害に伴う保険料の免除を適用 

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を踏まえた障害年金診断書の特例措置

を実施 

平成３０年税制改正への対応として、国民年金保険料の免除や学生納付特例、

２０歳前障害基礎年金の支給停止等の制度の所得基準額等を、一律１０万円引き

上げるための政令改正を公布 

国民年金保険料月額１６,６１０円、年金額は前年度より０．１％の引き下げ（物価

変動率０．０％、名目手取り賃金変動率△0.1％、令和３年度新ルール導入により、

改定率は△0.１％、マクロ経済スライド調整率△0.1％は翌年度以降繰り越し） 
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年  月 概  要 

令和３年   ４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         5月 

８月 

 

令和４年   １月 

 

3月 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５月 

 

7月 

 

令和５年   ２月

３月 

 

4月 

 

 

 

年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律の内、以下の

改正規定を施行 

 ◎脱退一時金の支給上限を現行の３年から５年に引き上げ 

 ◎未婚のひとり親を申請全額免除基準へ追加 

 ◎国民年金の任意加入被保険者の対象から医療滞在ビザを有する者等を除外 

 ◎寡婦年金を支給しないこととする要件を、老齢基礎年金又は障害基礎年金の

支給を受けたことがある夫が死亡したときに見直し 

令和２年税制改正への対応として、国民年金保険料の一部免除や学生納付特例、

２０歳前障害基礎年金の支給停止、年金生活者支援給付金の支給要件等に係る

規定について、地方税法に定めるひとり親控除を受けた者には、３５万円を控除

する改正規定を適用 

インターネットによる年金相談予約開始 

令和2年改正法のうち20歳前障害基礎年金、特別障害給付金及び年金生活者

支援給付金の所得情報の切替月を8月から10月に変更 

国民年金法施行令等の一部を改正する政令を施行、障害基礎年金等の支給要件

である障害状態の基準のうち、視覚障害に係る基準の見直し等を実施 

令和4年福島県沖地震発生。被害を受けた国民年金第1号被保険者に対する災害

に伴う保険料の免除を適用 

国民年金保険料16,590円、年金額は前年度より０．4％の引き下げ（物価変動

率△０．２％、名目手取り賃金変動率△０．４％）、マクロ経済スライド調整率 

△０．2％は、すでに繰り越されている△０．１％とともに、合計△０．３％が５年

度以降に繰り越しとなる 

年金制度の機能強化のための国民年金等の一部を改正する法律が施行 

主な改正点 

◎繰り下げ受給の上限年齢の引き上げ（70歳から75歳） 

◎繰り下げ待機月数の上限の引き上げ（60月から120月） 

◎繰り上げ減額率の引き下げ（０．５％／月から０．４％／月） 

◎在職老齢年金制度の見直し（60歳以上65歳未満の方の在職老齢年金の支給 

停止基準額が28万円から47万円に引き上げ） 

◎加給年金の支給停止規定の見直し 

◎在職定時改定の導入（在職中の65歳以上70歳未満の老齢厚生年金受給者 

の年金額が毎年1回定時改定） 

◎国民年金手帳から基礎年金番号通知書へ切り替え 

マイナポータルからの電子申請を開始（被保険者の資格取得（変更）、保険料免

除・納付猶予、学生納付特例） 

新型コロナウィルス感染症の影響に伴う国民年金保険料免除等に係る臨時特例

手続等について令和4年度も継続 

スマホアプリによる国民年金保険料納付開始 

新型コロナウィルス感染症の影響に伴う国民年金保険料免除等に係る臨時特例

手続等について令和4年度をもって終了 

国民年金保険料１６，５２０円、年金額は、名目手取り賃金変動率（2.8％）及び物

価変動率（2.5％）がともにプラスとなり、かつ、名目手取り賃金変動率が物価変

動率を上回るため、67歳以下の方は名目手取り賃金変動率、68歳以上の方は

物価変動率を用いて改定。また令和5年度のマクロ経済スライドによる調整率

（△0.3％）と、令和3年度・令和4年度のマクロ経済スライドの未調整分による

調整率△0.3％）をそれぞれ差し引き、67歳以下の方は2.2％の引き上げ、68

歳以上の方は1.9％の引き上げとなる。 
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年  月 概  要 

令和5年 １０月 

 

 

 

令和６年  １月 

 

3月 

４月 

 

 

 

６月 

10月 

 

         

 

 

 

 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行令の一部を改正する政令の施

行による所得基準額が改定 

①所得基準 781,200円から778,900円に改定 

②補足的所得基準額 881,200円から878,900円に改定 

ＣＯＫＡＳ－i稼働（「市町村の国民年金事務のためのシステムに係る標準仕様書」

に準拠した国民年金オンライン処理システムへ更新） 

マイナポータルからの電子申請を追加（付加保険料、口座振替、産前産後免除） 

国民年金保険料１６，９８０円、年金額は、名目手取り賃金変動率がプラス３.

１％、物価変動率がプラス３.２％だったため、額改定ルールに基づき賃金変動率

によって改定。また令和６年度のマクロ経済スライドによる調整率△0.４％を差

し引き、6８歳以下、6９歳以上の方共に２.７％の引き上げとなる。 

マイナポータルからの電子申請を追加（老齢年金請求書の簡易な電子申請） 

年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行令の一部を改正する政令の施

行による所得基準額が改定 

①所得基準 778,900円が、69歳以上の者は787,700円、68歳以下の者

は789,300円以下に改定 

②補足的所得基準額 878,900円が、69歳以上の者は887,700円、68歳

以下の者は889,300円以下に改定 
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第２章 国民年金のあらまし 

１．被保険者 
 

国民年金の被保険者には、必ず加入しなければならない「強制加入」と、希望により加入できる

「任意加入」の２種類がある。 

 

(１) 強制加入被保険者 
 
   国民年金に必ず加入しなければならない人で、次の３種類に分けられる。  

第１号被保険者 
日本国内に住んでいる２０歳以上６０歳未満の自営業者、学生など、被用者

年金制度（第２号及び第３号被保険者）に加入していない人 

第２号被保険者 厚生年金に加入している人 

第３号被保険者 第２号被保険者に扶養されている配偶者で２０歳以上６０歳未満の人 

 

(２) 任意加入被保険者 
 

強制加入の対象者とならない人でも、次の人は希望すれば任意加入できる。 
 

①海外に居住する２０歳以上６５歳未満の日本国籍を有する方 

②日本国内に住所を有する６０歳以上６５歳未満の方 

   （任意加入の特例） 

昭和４０年４月１日以前生まれの方で受給資格期間を満たしていない６５歳以上７０歳未満の方 

 

(３) 加入状況                                              （単位：人） 

区分 

 

年度 

被  保  険  者  数 

第１号被保険者 
第３号被保険者 合  計 

強制加入 任意加入 

平成２６ ３２,６６４ ３０６ １９,３１１ ５２,２８１ 

２７ ３１,６３９ ２９４ １８,７１０ ５０,６４３ 

２８ ２９,５０６ ２９７ １７,９４８ ４７,７５１ 

２９ ２７,７２４ ２７９ １７,３８７ ４５,３９０ 

３０ ２７,０８６ ２７０ １６,６３８ ４３,９９４ 

令和元 ２６,５１６ ２５０ １５,９２９ ４２,６９５ 

２ ２６,５１６ ２３５ １５,２６２ ４２,０１３ 

３ ２６,１６３ ２５７ １４,４９９ ４０,９１９ 

４ ２５，６７５ ２５６ １３，５３４ ３９，４６５ 

５ ２５，３４３ ２７７ １２，７６３ ３８，３８３ 

※第２号被保険者については、被用者年金各法に基づき適用されるため除く。 

※各年度とも、年度末の人員を示している。 
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２．国民年金保険料 
 

国民年金保険料を個別に納めるのは第１号被保険者のみである。第２号及び第３号被保険者は、
それぞれの年金制度が拠出金の形で基礎年金の費用を負担するので、国民年金保険料として個別
に納める必要はない。 

 

(１) 第１号被保険者の保険料 
 

定額保険料となっている。平成１６年の法律改正により、平成１７年度から平成２９年度にかけて

段階的（毎年２８０円）に保険料を引上げることになった。平成３１年度は産前産後期間の保険料免除

制度の施行に伴い、保険料（月額１００円）が引き上げられたが、実際の保険料は、平成１６年の法律

改正により決められた保険料に物価や賃金の動向に応じた保険料改定率により変動する。 
 

(２) 付加保険料 
 

第１号被保険者は、希望により付加保険料を納めることができる。ただし国民年金基金の加入者

または、保険料の免除者は付加保険料を納めることができない。 

   また、農業者年金の被保険者になった場合は加入しなければならない。 
 

(３) 保険料の免除制度 

   保険料を納めることが困難な人には、保険料の免除制度がある。 

法

定

免

除 

次のいずれかに該当したときには、その期間免除される。 

 ①障害年金のうち政令で定めるものを受けているとき 

 ②生 活 保 護 法 による生 活 扶 助 その他 の援 助 であって厚 生 労 働 省 令 で定 めるものを受 けて
いるとき 

 ③上記以外で厚生労働省令で定める施設に入所しているとき 

申

請

免

除 

次のいずれかに該当したとき、日本年金機構に申請して認められた場合免除される。 

 ①申請者本人・申請者の配偶者・世帯主、それぞれの前年の合計所得が一定の所得以下のとき 

  （前年の合計所得に応じ、全額免除、４分の３免除、半額免除、４分の１免除がある） 

 ②障がい者、寡婦又はひとり親で前年の合計所得が一定の所得以下のとき 

 ③生活保護法による生活扶助以外の扶助その他の援助であって厚生労働省令で定めるものを受けて
いるとき 

 ④天災、その他厚生労働省令で定める保険料を納付することが著しく困難であるとき 

 ⑤特 定 障 害者 に対する特別 障 害 金支 給 に関 する法 律 による特 別障 害 給付 金 を支 給 されて 

いるとき 

学
生
納
付
特
例 

平成１２年４月より、通常、学生は収入が少なく一般の被保険者よりも納付困難な場合が多いため、
対象校に在籍し次のいずれかに該当したとき、日本年金機構に申請して認められると、その年度末分 
までの保険料の納付が猶予される。 

 ①学生本人の前年の合計所得が一定の所得以下のとき 

 ※申請免除の②・③・④・⑤に該当するとき 

納
付
猶
予 

 学生ではない５０歳未満の者を対象に、本人と配偶者の所得が低額により納付困難な場合には、次の
いずれかに該当したとき、日本年金機構に申請して認められると保険料の納付が猶予される。 

 ①申請者本人・申請者の配偶者、それぞれの前年の合計所得が一定の所得以下のとき 

 ※申請免除の②・③・④・⑤に該当するとき 

産

前

産

後

免

除 

次世代育成支援の観点から、国民年金第１号被保険者が出産した際に、出産前後の一定期間の国民
年金保険料が免除される。対象となるのは出産日が平成３１年２月１日以降の方。所得に関係なく保険
料が免除となり、免除期間は保険料納付済期間に算入される。 

 ①免除期間は出産予定日又は出産日が属する月の前月から４か月間。なお、多胎の場合は出産予定日 

   又は出産日が属する月の３か月前から６か月間 

  ※出産とは、妊娠８５日（４か月）以上の分娩（死産、流産、早産、人工妊娠中絶を含む）をいう。 

 ➁申請時期は出産予定日６か月前以降。出産後でも申請可（期限なし） 

※学生納付特例の対象となる人については、申請免除・納付猶予は適用されない。 

※任意加入被保険者は、申請免除・学生納付特例・納付猶予はできない。 

※免除・学生納付特例・納付猶予の承認を受けた期間の保険料は、１０年以内であれば遡って納めることが 

 できる。（経過期間に応じ当時の保険料に一定額が加算される） 
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（４） 付加保険料加入状況 

 
付加年金被保険者数 

強制加入（人） 任意加入（人） 合計（人） 加入率（％） 

平成２６ ８７ １,４５８ １,５４５ ７．９ 

２７ ８６ １,３７７ １,４６３ ７．６ 

２８ ８０ １,３１３ １,３９３ ８．０ 

２９ ８０ １,２６１ １,３４１ ８．６ 

３０ ８２ １,３００ １,３８２ ９．２ 

令和元 ８５ １,２４７ １,３３２ ９．４ 

２ ９２ １,２７９ １,３７１ １０．１ 

３ ９７ １,３１２ １,４０９ １０．４ 

４ ９３ １，２８１ １，３７４ １０．５ 

５ １０４ １，２６７ １，３７１ １０．４ 

 

（５） 保険料免除状況 

区分 

 

 

年度 

保  険  料  免  除  者  数 

法定免除 

（人） 

申  請  免  除  （人） 合計 

（人） 

免除率 

（％） 全額 ４分の３ 半額 ４分の１ 
学生納付

特例 
納付
猶予 小計 

平成２６ ２,７１１ ４,４９１ ６４５ ４２４ ２５８ ３,８３７ ９６７ １０,６２２ １３,３３３ ３９．７ 

２７ ２,７８１ ４,１２２ ４８９ ２８１ １５４ ３,９３６ ９２５ ９,９０７ １２,６８８ ４０．８ 

２８ ２,８０３ ３,８５７ ３８１ ２９７ １４４ ３,６９８ １,２５９ ９,６３６ １２,４３９ ４０．１ 

２９ ２,８１６ ３,７９６ ３５６ ２８２ １２６ ３,７３８ １,３３６ ９,６３４ １２,４５０ ４２．２ 

３０ ２,８２３ ３,６９６ ３３８ ２０９ １２０ ３,８４２ １,３８７ ９,５７１ １２,３９４ ４５．８ 

令和元 ２,９４０ ３,８８７ ２９５ １９４ １１６ ３,７４５ １,４１４ ９,６５１ １２,５９１ ４７．５ 

２ ３,０１４ ４,３１０ ２７８ ２０２ １０７ ３,７８４ １,４５１ １０,１３２ １３,１４６ ４９．６ 

３ ３,１０１ ４,２５２ ２５９ １７８ ９９ ３,５９５ １,４４０ ９,823 １2,924 ４９．4 

４ ３，２３３ ４,２６５ ２２９ １６８ ９１ ３,３８８ １,４５６ ９,５９７ １2,８３０ ５０．０ 

５ ３，２６５ ４,０９２ １９９ １７８ ９２ ３,１８４ １，４６８ ９，２１３ １２，４７８ ４９．２ 

 
※半額免除制度は、平成１４年４月開始。多段階免除制度は、平成１８年７月開始（４段階）。 

  納付猶予は、平成１７年４月開始、平成２８年７月対象年齢を３０未満から５０歳未満に拡大。 

平成２６年４月から、２年１か月遡り申請受付開始。 
 

付加年金被保険者数                  保険料免除者数 

第１号被保険者数 － 保険料免除者数            強制加入者数 
※加入率は、 ※免除率は、 
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（６） 保険料納付状況の比較 

区分 

年度 
福島市（％） 福島県（％） 全国（％） 

令和３ ７９．９ ７６．６ ７３．９ 

４ ８１．３ ７８．０ ７６．１ 

５ ８２．３ ７９．９ ７７．６ 

 

（７） 保険料納付状況 

区分 

年度 

納付対象月数（月） 

（Ａ） 

納付月数（月） 

（Ｂ） 

納付率(％) 

（Ｂ）／（Ａ） 
前年比（ポイント） 

平成２６ ２５２,１０８ １６９,０６８ ６７．１ １．７ 

２７ ２４３,９０１ １６１,５６８ ６６．２ △０．９ 

２８ ２２３,１５５ １５１,４１２ ６７．９ １．７ 

２９ ２００,１４４ １４１,５８５ ７０．７ ２．７ 

３０ １８８,５５８ １３８,２０３ ７３．３ ２．６ 

令和元 １７６,２２４ １３１,８８８ ７４．８ １．５ 

２ １６６,８６１ １２９,６４９ ７７．７ ２．９ 

３ １６２，８９１ １３０，１６１ ７９．９ ２．２ 

４ １６１，１６３ １３０，９８０ ８１．３ １．４ 

５ １５９，４０６ １３１，１９２ ８２．３ １．０ 

 

※平成１４年４月１日以降、保険料徴収に関する事務は国へ移管された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

月数 

％

 

年度 
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（８） 口座振替状況 

区分 

年度 
口座振替対象者（人） 口座振替加入者（人） 口座振替加入率（％） 

令和元 １４,７８０ ５,２４９ ３５．５ 

２ １４,１９２ ５,１０５ ３６．０ 

３ １４,０３２ ４,９９３ ３５．６ 

４ １３，５８９ ４，８１５ ３５．４ 

５ １３，６１１ ４，７６０ ３５．０ 

 

※口座振替対象者には、保険料免除者を除いている。 

※平成１７年４月より口座振替「早割制度」が導入された。 

※国民年金保険料は、年末調整や確定申告で、全額社会保険料控除の対象になる。 
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第３章 国民年金の給付 

１．給付の種類 
 

(１)  新法による年金（原則として、昭和６１年４月１日以降に年金受給権が発生した場合） 

基 

 

礎 

 

年 

 

金 

老齢基礎年金 

原則として、保険料を納めた期間と免除期間及び合算対象期間（いわゆる

「カラ期間」）を合わせて１０年以上ある人が、６５歳になったとき。 

付加保険料を併せて納めた場合には、老齢基礎年金の支給と併せて、付加

年金が加算される。 

障害基礎年金 

原則として、国民年金の被保険者期間中に初診日がある病気やケガのため

に体が不自由になり、国民年金法の障がいの程度に該当するとき。 

また、２０歳前に初診日がありその後障がい者になったとき、またはかつて

被保険者であった人が、６０歳以上６５歳未満で国内在住中に初診日がある

病気やケガのために体が不自由になり、国民年金法の障がいの程度に該当

するとき。 

遺族基礎年金 

原則として、第１号被保険者又は老齢基礎年金の受給資格期間２５年間を

満たした人が死亡したとき、一定の納付要件を満たしていれば、その人に

よって生計を維持されていた次の遺族に支給される。 

①１８歳未満（障がいのある子は、２０歳未満）の子のある配偶者 

②１８歳未満（障がいのある子は、２０歳未満）の子 

※１８歳未満の子は１８歳に達した年度末まで、配偶者が受給している間

は、子は支給停止。 

そ 

 

の 

 

他 

 

の 

 

給 

 

付 

寡婦年金 

第１号被保険者として、保険料を納めた期間が１０年以上ある夫が死亡した

ときに、夫によって生計を維持され、１０年以上婚姻関係にあった妻に対して、

６０歳から６５歳になるまでの間支給される。  

ただし、死亡した夫が老齢基礎年金又は障害基礎年金を受けていたとき、

また、妻が繰上げ支給の老齢基礎年金を受けている時は支給されない。 

死亡一時金 

第１号被保険者として、保険料を３６月以上納めた人が、老齢基礎年金、

障害基礎年金のいずれも受けずに死亡したときに、生計を維持していた遺族

に対して支給される。 

ただし、遺族基礎年金が受けられる場合は、支給されない。 

特別一時金 

障害年金等の受給権者であって、昭和６１年４月１日以前に国民年金に任意

加入した人、または法定免除された保険料を追納した人については、保険料

の納付期間に応じて支給される。  

短期在留 

外国人への 

脱退一時金 

第１号被保険者として、保険料納付済期間が６ヶ月以上ある外国人で、

年金を受けられないまま帰国した場合に、帰国後２年以内に請求し支給され

る。 
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（２） 旧法による年金（原則として、昭和６１年３月３１日以前に年金受給権が発生した場合のみ） 

老齢年金 

（旧法） 

原則として、大正１５年４月１日以前に生まれた人で、保険料納付済期間や免除

期間を合わせて一定期間（年齢に応じて２４年から１０年まで短縮）ある人が６５

歳になったときに支給される。 
 

国民年金制度が創設されたとき、明治４４年４月２日以後に生まれた人（当時

５４歳以下）は強制加入、明治３９年４月２日から明治４４年４月１日までに生まれ

た人は任意加入。 
 
【１０年年金】 

明治３９年４月２日から明治４４年４月１日までに生まれた人が、１０年間任意

加入して保険料を支払ったとき。 

【５年年金】 

明治３９年４月２日から明治４４年４月１日までに生まれた人が、５年間任意

加入して保険料を支払ったとき。 

通算老齢年金 

（旧法） 

他の公的年金制度の納付済期間を合わせて２５年以上（老齢年金と同じく

短縮）ある人が６５歳になったときに支給される。 

障害年金 

（旧法） 

障害認定日が昭和６１年３月３１日以前にある人で、一定の保険料納付要件を

満たしている人が、原則として国民年金の被保険者期間中に初診日のある病気

やケガのために体が不自由になり、国民年金法（旧法）に定める程度の障がいに

該当するときに支給される。 

老齢福祉年金 

原則として、明治４４年４月１日以前に生まれた人が７０歳になったときに支給

される。 

 また、明治４４年４月２日から大正５年４月１日までに生まれた人で、国民年金

の加入期間が不足し、老齢年金（旧法）を受けられないが、保険料を納めた期間

と免除期間を合わせて一定期間（４年１ヶ月から７年１ヶ月以上）を超える人が

７０歳になったとき。 

 

 

 

（３）特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法による年金 

特別障害給付金 

国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給でき

ない障がい者に対して、福祉的措置として、平成１７年度に創設された。 

平成３年３月以前に学生だった期間及び昭和６１年３月以前に厚生年金等の 

加入者の配偶者だった期間に国民年金に任意加入していなかった方が、その  

期間に初診日がある病気やケガが原因で障がいが残った場合、一定の条件を

満たしていれば支給される。 
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（４） 新法による年金給付の状況 

【基礎年金】 

区分 

年度 

老齢基礎年金 障害基礎年金 遺族基礎年金 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

平成２６ ６８,７７８ ４５,６２３,０６８ ４,４１５ ３,７８４,９３０ ６０９ ４６１,７００ 

２７ ７１,４０６ ４８,０３１,０８６ ４,５４９ ３,９３４,４３１ ６３５ ４８１,８５７ 

２８ ７３,４２１ ４９,５７８,６００ ４,６７７ ４,０３６,１１３ ６４３ ４９０,６６６ 

２９ ７５,９７５ ５１,１２３,８６５ ４,７７５ ４,１０９,１９０ ６０７ ４６２,２５１ 

３０ ７７,３７９ ５２,２１８,３２５ ４,８７４ ４,１８８,３９１ ５７０ ４３６,７９３ 

令和元 ７８,５９３ ５３,２３９,４４９ ４,９９４ ４,２９１,５１２ ５３１ ４１０,０８５ 

２ ７９,７８４ ５４,３４６,９５３ ５,１１３ ４,３９３,８５３ ５３３ ４１２,８３５ 

３ ８０，５４５ ５４,９８５,２１８ ５,２２７ ４,４８５,９８５ ５５３ ４２４,６７８ 

４ ８０，９３４ ５５,２０７,４９８ ５，３３９ ４，５５７，６００ ５４９ ４２３，６７７ 

５ 81,344  56,731,762  5,389  4,687,198  530  419,639  

 

【その他の給付】 

区分 

年度 

寡婦年金 死亡一時金 特別一時金 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

平成２６ ４３ １９,６６２ ４３ ５,４０３ ０ ０ 

２７ ３７ １７,１０５ ５９ ８,３１９ ０ ０ 

２８ ２９ １３,３７６ ５０ ７,２０９ ０ ０ 

２９ ２７ １１,８４１ ４９ ６,９９０ ０ ０ 

３０ ２８ １２,３８３ ５３ ７,２２７ ０ ０ 

令和元 ２５ １０,４５５ ５２ ７,７５８ ０ ０ 

２ ２０ ８,１９４ ４７ ６,１５７ ０ ０ 

３ １８ ７,４６１ ４０ ５,６５９ ０ ０ 

４ １６ ６，１１３ ３９ ５，９２２ ０ ０ 

５ １３ ５，２６１ ２９ ４，３４７ ０ ０ 

※寡婦年金の旧法による給付を含む。 
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（５） 旧法による年金給付の状況 

区分 

年度 

老齢年金（旧法） 通算老齢年金（旧法） 障害年金（旧法） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

件数 
（件） 

年金額 
（千円） 

平成２６ ２,４７１ １,０７９,９３５ １,８５１ ３７２,２７５ １６６ １４７,０２５ 

２７ ２,１１０ ９３３,０２７ １,６１２ ３２８,７６６ １５７ １４０,８０５ 

２８ １,７７０ ７８３,２１８ １,４０１ ２８３,８９２ １４２ １２７,５４６ 

２９ １,４９４ ６６４,５５０ １,２１６ ２４８,５４５ １３３ １１９,６２３ 

３０ １,２５６ ５６１,９１３ １,０２９ ２１４,００３ １２２ １０９,６８６ 

令和元 １,０３６ ４６３,０６０ ８５４ １７８,６２５ １１７ １０４,９２３ 

２ ８２３ ３６６,４５６ ７１６ １５２,５２５ １０７ ９５,５６３ 

３ ６６６ ２９２,７０２ ５６５ １１９,２９７ １００ ８９,２１８ 

４ ５１６ ２２２，９２０ ４４２ ９３，３９２ ８６ ７６，４１８ 

５ 408  178,814  330  71,208  82  74,514  

 

 

（６） 特定障害者に対する特別      
障害給付金の支給に関する
法による年金給付状況 

区分 

年度 

老齢福祉年金 

 

区分 

年度 

特別障害給付金 

件数 

（件） 

支給年金額 

（千円） 

支給停止額 

（千円） 

件数 

（件） 

給付額 

（千円） 

２７ ３ ３９９ ７９９ ２７ ３４ １７,７５２ 

２８ ０ ０ ０ ２８ ３５ １３,９５０ 

２９ ０ ０ ０ ２９ ３５ １３,４５１ 

３０ ０ ０ ０ ３０ ３３ １２,１８１ 

令和元 ０ ０ ０ 令和元 ３２ １１,７７６ 

２ ０ ０ ０ ２ ３１ １０,９５２ 

３ ０ ０ ０ ３ ３０  ９,７９４ 

４ ０ ０ ０ ４ ３０  ８，７６２ 

５ ０ ０ ０ ５ １８ ７，８４４ 
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第４章 国民年金事業費 

１．国民年金事業費交付金状況 
 

国民年金法により、国民年金事業に要する費用は、国庫負担となっており、市町村に事務費が

交付される。 

 

区分 

年度 

事業費（円） 

（A） 

交付金（円） 

（B） 

差 額（円） 

（A）－（B） 

交付率（％） 

（B）／（A） 

令和元年 ７４,８９１,７２０ ４２,６８３,０１１ ３２,２０８,７０９ ５７．０ 

２ ７３,３６０,３４６ ５１,１９９,４８１ ２２,１６０,８６５ ６９．８ 

３ ７６,２１１,８２２ ５５,３８６,０１９ ２０,８２５,８０３ ７２．７ 

４ ７２，６１４，３３１ ５３，５７４，３３１ １９，０４０，０００ ７３．８ 

５ ７３，０３２，５３８ ５５，２４２，１１１ １７，７９０，４２７ ７５．６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 
％ 

年度 



- 21 - 
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１．保険料の推移             （単位：円） 

時    期 
定額保険料 

 

時    期 定額保険料 
３５歳未満 ３５歳以上 

昭和 ３６年 ４月 ～ １００ １５０ 平成 ２１年 ４月 ～ １４,６６０ 

    ４２年 １月 ～ ２００ ２５０     ２２年 ４月 ～ １５,１００ 

    ４４年 １月 ～ ２５０ ３００     ２３年 ４月 ～ １５,０２０ 

    ４５年 ７月 ～ ４５０     ２４年 ４月 ～ １４,９８０ 

    ４７年 ７月 ～ ５５０     ２５年 ４月 ～ １５,０４０ 

    ４９年 １月 ～ ９００     ２６年 ４月 ～ １５,２５０ 

    ５０年 １月 ～ １,１００     ２７年 ４月 ～ １５,５９０ 

    ５ １年 ４月 ～ １,４００     ２８年 ４月 ～ １６,２６０ 

    ５２年 ４月 ～ ２,２００     ２９年 ４月 ～ １６,４９０ 

    ５３年 ４月 ～ ２,７３０     ３０年 ４月 ～ １６,３４０ 

    ５４年 ４月 ～ ３,３００     ３１年 ４月 ～ １６,４１０ 

    ５５年 ４月 ～ ３,７７０ 令和  ２年 ４月 ～ １６,５４０ 

    ５６年 ４月 ～ ４,５００      ３年 ４月 ～ １６,６１０ 

    ５７年 ４月 ～ ５,２２０        ４年 ４月 ～ １６，５９０ 

    ５８年 ４月 ～ ５,８３０       ５年 ４月 ～ １６,５２０ 

    ５９年 ４月 ～ ６,２２０       ６年 ４月 ～ １６,９８０ 

    ６０年 ４月 ～ ６,７４０ 

    ６ １年 ４月 ～ ７,１００ 

    ６２年 ４月 ～ ７,４００ 

    ６３年 ４月 ～ ７,７００ 

平成  元年 ４月 ～ ８,０００ 

     ２年 ４月 ～ ８,４００ 

     ３年 ４月 ～ ９,０００ 
 

 

時   期 付加保険料 

     ４年 ４月 ～ ９,７００ 昭和４５年１０月～ ３５０ 

     ５年 ４月 ～ １０,５００ 昭和４９年 １月～ ４００ 

     ６年 ４月 ～ １１,１００  

      ７年 ４月 ～ １１,７００ 

     ８年 ４月 ～ １２,３００ 

     ９年 ４月 ～ １２,８００ 

 

 

時   期 特例保険料 

    １０年 ４月 ～ １３,３００ 昭和４５年 ７月～４７年 ６月 ４５０ 

    １７年 ４月 ～ １３,５８０ 昭和４９年 １月～５０年１２月 ９００ 

    １８年 ４月 ～ １３,８６０ 昭和５３年 ７月～５５年 ６月 ４,０００ 

    １９年 ４月 ～ １４,１００ 

    ２０年 ４月 ～ １４,４１０ 

 

 

 

 

 

保険料特例納付 
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２．国民年金給付額の推移                             （単位：円） 

改正時期 
老齢基礎

年金 

障害基礎年金 
遺族基礎年金 

寡婦年金 
死亡 

一時金 基本額 
加算額 

１級 ２級 第二子まで 第三子から 

昭和４９． １ 

      

夫の受ける

老齢年金の

１/２ 

１７,０００ 
昭和５０．１０ 

昭和５１． ９ 
２３,０００ 

昭和６０． ５ 

昭和６１． ４ ６２２,８００ ７７８,５００ ６２２,８００ ６２２,８００ １８６,８００ ６２,３００ 

夫 

の 

第 

１ 

号 

被 

保 

険 

者 

期 

間 

に 

相 

当 

す 

る 

老 

齢 

基 

礎 

年 

金 

の 

３/４ 

100,000 

～ 

200,000 

昭和６２． ４ ６２６,５００ ７８３,１００ ６２６,５００ ６２６,５００ １８７,９００ ６２,７００ 

昭和６３． ４ ６２７,２００ ７８４,０００ ６２７,２００ ６２７,２００ １８８,１００ ６２,７００ 

平成 元． ４ ６６６,０００ ８３２,５００ ６６６,０００ ６６６,０００ １９２,０００ ６４,０００ 

平成 ２． ４ ６８１,３００ ８５１,６００ ６８１,３００ ６８１,３００ １９６,４００ ６５,５００ 

平成 ３． ４ ７０２,０００ ８７７,５００ ７０２,０００ ７０２,０００ ２０２,４００ ６７,５００ 

平成 ４． ４ ７２５,３００ ９０６,６００ ７２５,３００ ７２５,３００ ２０９,１００ ６９,７００ 

平成 ５． ４ ７３７,３００ ９２１,６００ ７３７,３００ ７３７,３００ ２１２,５００ ７０,８００ 

平成 ６． ４ ７４７,３００ ９３４,１００ ７４７,３００ ７４７,３００ ２１５,４００ ７１,８００ 

平成 ６．１０ ７８０,０００ ９７５,０００ ７８０,０００ ７８０,０００ ２２４,４００ ７４,８００ 

平成 ７． ４ ７８５,５００ ９８１,９００ ７８５,５００ ７８５,５００ ２２６,０００ ７５,３００ 

平成６年 

１１月 

120,000 

～ 

320,000 

平成１０． ４ ７９９,５００ ９９９,４００ ７９９,５００ ７９９,５００ ２３０,０００ ７６,７００ 

平成１１． ４ ８０４,２００ １,００５,３００ ８０４,２００ ８０４,２００ ２３１,４００ ７７,１００ 

平成１５． ４ ７９７,０００ ９９６,３００ ７９７,０００ ７９７,０００ ２２９,３００ ７６,４００ 

平成１６． ４ ７９４,５００ ９９３,１００ ７９４,５００ ７９４,５００ ２２８,６００ ７６,２００ 

平成１７． ４ ７９２,１００ ９９０,１００ ７９２,１００ ７９２,１００ ２２７,９００ ７５,９００ 

平成２３． ４ ７８８,９００ ９８６,１００ ７８８,９００ ７８８,９００ ２２７,０００ ７５,６００ 

平成２４． ４ ７８６,５００ ９８３,１００ ７８６,５００ ７８６,５００ ２２６,３００ ７５,４００ 

平成２５．１０ ７７８,５００ ９７３,１００ ７７８,５００ ７７８,５００ ２２４,０００ ７４,６００ 

平成２６． ４ ７７２,８００ ９６６,０００ ７７２,８００ ７７２,８００ ２２２,４００ ７４,１００ 

平成２７． ４ ７８０,１００ ９７５,１００ ７８０,１００ ７８０,１００ ２２４,５００ ７４,８００ 

平成２８． ４ ７８０,１００ ９７５,１２５ ７７９,３００ ７７９,３００ ２２４,５００ ７４,８００ 

平成２９． ４ ７７９,３００ ９７４,１２５ ７７９,３００ ７７９,３００ ２２４,３００ ７４,８００ 

平成３１． ４ ７８０,１００ ９７５,１２５ ７８０,１００ ７８０,１００ ２２４,５００ ７４,８００ 

令和 ２． ４ ７８１,７００ ９７７,１２５ ７８１,７００ ７８１,７００ ２２４,９００ ７５,０００ 

令和 ３． ４ ７８０,９００ ９７６,１２５ ７８０,９００ ７８０,９００ ２２４,７００ ７４,９００ 

令和 ４． ４ 777，800 972,250 777，800 777，800 223,800 74，600 

令和 ５． ４

（67歳以下） 

（68歳以上） 

７９５，０００ 

７９２，６００ 

９９３，７５０ 

９９０，７５０ 

７９５，０００ 

７９２，６００ 

７９５，０００ 

７９２，６００ 

228,700 

228,700 

76,200 

76,200 

令和 ６． ４

（68歳以下） 

（69歳以上） 

８１６，０００ 

８１３，７００ 

１，０２０，０００ 

１，０１７，１２５ 

８１６，０００ 

８１３，７００ 

８１６，０００ 

８１３，７００ 

2３４,８00 

2３４,８00 

7８,３00 

7８,３00 

※平成２７年１０月から施行された被用者年金一元化法により、平成２８年度から端数計算が変更された。 

※令和５年度の年金額は、６７歳以下の方（新規裁定者）は賃金変動、６８歳以上の方は物価変動により 

改定。令和６年度の年金額は、６８歳以下の方、６９歳以上の方共に賃金変動により改定。 
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（単位：円） 

改正時期 

老齢年金（旧法） 
障害年金（旧法） 

改正時期 

老齢年金（旧法） 
障害年金（旧法） 

高齢者 高齢者 

１０年年金 ５年年金 １級 ２級 １０年年金 ５年年金 １級 ２級 

昭和４９． １ １５０,０００ ９６,０００ ３００,０００ ２４０,０００ 令和 ６． ４ ４９４，３４０ ４２０,８00 
③1,020,000 
④1,017,125 

 

③816,000 
④813,700 

 昭和４９． ９ １７４,１５０ １１１,４５６ ３４８,３００ ２７８,６４０      

昭和５０． ９ 
２１２,２５０ 

１３５,８４０ 
４２４,５００ ３３９,６００ 

昭和５０．１０ １５６,０００ 

昭和５１． ９ ２４６,０００ １８０,０００ ４９５,０００ ３９６,０００ 

昭和５２． ７ ２６９,１００ １９６,９００ ５４１,５００ ４３３,２００ 

昭和５３． ７ ２８７,１００ ２１０,１００ ５７７,６００ ４６２,１００ 

昭和５４． ７ 
２９６,９００ 

２１７,３００ 
５９７,５００ ４７８,０００ 

昭和５４． ８ ２４１,３００ 

昭和５５． ７ 
３１８,６００ 

２５９,２００ 
６２７,０００ ５０１,６００ 

昭和５５． ８ ２７１,２００ 

昭和５６． ７ ３４３,５００ ２９２,４００ ６７５,９００ ５４０,７００ 

昭和５７． ８ ３５７,５００ ３０４,３００ ７０３,５００ ５６２,８００ 

昭和５９． ５ ３６４,５００ ３１０,３００ ７１７,３００ ５７３,８００ 

昭和６０． ５ ３７６,９００ ３２０,８００ ７４１,８００ ５９３,４００ 

昭和６１． ４ ３８７,１００ ３２９,５００ ７７８,５００ ６２２,８００ 

昭和６２． ４ ３８９,４００ ３３１,５００ ７８３,１００ ６２６,５００ 

昭和６３． ４ ３８９,８００ ３３１,８００ ７８４,０００ ６２７,２００ 

平成 元． ４ ４０４,６００ ３４４,４００ ８３２,５００ ６６６,０００ 

平成 ２． ４ ４１３,９００ ３５２,３００ ８５１,６００ ６８１,３００ 

平成 ３． ４ ４２６,５００ ３６３,０００ ８７７,５００ ７０２,０００ 

平成 ４． ４ ４４０,７００ ３７５,１００ ９０６,６００ ７２５,３００ 

平成 ５． ４ ４４７,９００ ３８１,３００ ９２１,６００ ７３７,３００ 

平成 ６． ４ ４５４,０００ ３８６,４００ ９３４,１００ ７４７,３００ 

平成 ６．１０ ４７３,８００ ４０３,３００ ９７５,０００ ７８０,０００ 

平成 ７． ４ ４７７,１００ ４０６,１００ ９８１,９００ ７８５,５００ 

平成１０． ４ ４８５,７００ ４１３,４００ ９９９,４００ ７９９,５００ 

平成１１． ４ ４８８,５００ ４１５,８００ １,００５,３００ ８０４,２００ 

平成１５． ４ ４８４,２００ ４１２,１００ ９９６,３００ ７９７,０００ 

平成１６． ４ ４８２,７００ ４１0,８００ ９９３,１００ ７９４,５００ 

平成１７． ４ 

４８１,３００ ４０９,６００ ９９０,１００ ７９２,１００ 平成１８． ４ 

平成２２． ４ 

平成２３． ４ ４７９,３００ ４０７,９００ ９８６,１００ ７８８,９００ 

平成２４． ４ ４７７,８００ ４０６,７００ ９８３,１００ ７８６,５００ 

平成２５． ４ ４７７,８００ ４０６,７００ ９８３,１００ ７８６,５００ 

平成２５．１０ ４７２,９００ ４０２,５００ ９７３,１００ ７７８,５００ 

平成２６． ４ ４６９,５００ ３９９,６００ ９６６,０００ ７７２,８００ 

平成２７． ４ ４７３,９００ ４０３,４００ ９７５,１００ ７８０,１００ 

平成２８． ４ ４７３,８２０ ４０３,４００ ９７５,１２５ ７８０,１００ 

平成２９． ４ ４７３，４００ ４０３,０００ ９７４,１２５ ７７９,３００ 

平成３１． ４ ４７３,８２０ ４０３,４００ ９７５,１２５ ７８０,１００ 

令和 ２． ４ ４７４,９００ ４０４,２００ ９７７,１２５ ７８１,７００ 

令和 ３． ４ ４７４,４００ ４０３,８００ ９７６,１２５ ７８０,９００ 

令和 4． ４ ４７2,４40 ４０2,200 

 

０ 

９７2,２５0 ７77，80００ 

令和 ５． ４ ４81,620 ４０9,900 
①993,750 
②990,750 

 

①795,000 
②792,600 

  ①67歳以下 

②68歳以上 
③68歳以下 

④69歳以上 
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                   （単位：円）                  （単位：円） 

老齢福祉年金 
特別障害給付金 

（月額） 

改正時期 年金額 改正時期 １級 ２級 

昭和４５．１０ ２４,０００ 平成１７． ４ ５０,０００ ４０,０００ 

昭和４６．１１ ２７,６００ 平成１８． ４ ４９,８５０ ３９,８８０ 

昭和４７．１０ ３９,６００ 平成１９． ４ 
５０,０００ ４０,０００ 

昭和４８．１０ ６０,０００ 平成２０． ４ 

昭和４９． ９ ９０,０００ 平成２１． ４ ５０,７００ ４０,５６０ 

昭和５０．１０ １４４,０００ 平成２２． ４ ５０,０００ ４０,０００ 

昭和５１．１０ １６２,０００ 平成２３． ４ ４９,６５０ ３９,７２０ 

昭和５２． ８ １８０,０００ 平成２４． ４ ４９,５００ ３９,６００ 

昭和５３． ８ １９８,０００ 平成２５． ４ ４９,５００ ３９,６００ 

昭和５４． ８ ２４０,０００ 平成２５．１０ ４９,５００ ３９,６００ 

昭和５５． ８ ２７０,０００ 平成２６． ４ ４９,７００ ３９,７６０ 

昭和５６． ８ ２８８,０００ 平成２７． ４ ５１,０５０ ４０,８４０ 

昭和５７． ９ ３０１,２００ 平成２８． ４ ５１,４５０ ４１,１６０ 

昭和５９． ６ ３０７,２００ 平成２９． ４ ５１,４００ ４１,１２０ 

昭和６０． ６ ３１８,０００ 平成３０． ４ ５１,６５０ ４１,３２０ 

昭和６１． ４ ３２６,４００ 平成３１． ４ ５２,１５０ ４１,７２０ 

昭和６２． ４ ３２８,８００ 令和 ２． ４ 
５２,４５０ ４１,９６０ 

昭和６３． ４ ３３０,０００ 令和 ３． ４ 

平成 元． ４ ３４０,８００ 令和 4． ４ 52，300 41，480 

平成 ２． ４ ３４８,６００ 令和 5． ４ ５３，６５０ ４２，９２０ 

平成 ３． ４ ３５９,２００ 令和 ６． ４ ５５，３５０ ４４，２８０ 

平成 ４． ４ ３７１,１００ 

 

平成 ５． ４ ３７７,３００ 

平成 ６． ４ ３８２,４００ 

平成 ６．１０ ３９９,６００ 

平成 ７． ４ ４０２,４００ 

平成１０． ４ ４０９,６００ 

平成１１． ４ ４１２,０００ 

平成１５． ４ ４０８,３００ 

平成１６． ４ ４０７,１００ 

平成１７． ４ ４０５,８００ 

平成２３． ４ ４０４,２００ 

平成２４． ４ ４０２,９００ 

平成２５．１０ ３９８,８００ 

平成２６． ４ ３９５,９００ 

平成２７． ４ ３９９,７００ 

平成２９． ４ ３９９,３００ 

平成３１． ４ ３９９,７００ 

令和 ２． ４ ４００,５００ 

令和 ３． ４ ４００,１００ 

令和 4． ４ 398,5００ 

令和 5． ４ 406,100 

令和 ６． ４ 4１6,９00 

 

 


